施設園芸デジタル化推進事業実施要領

第１　事業の目的

この事業は、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下、「基盤強化法」という。）第12条第１項に規定する農業経営改善計画の認定を受けた者又は認定が見込まれる者（以下、「認定農業者」という。）及び基盤強化法第14条の４第１項に規定する青年等就農計画の認定を受けた者又は認定が見込まれる者（以下、「認定新規就農者」という。）が行う、いちごの生産性向上及び出荷予測の高精度化に向けた環境モニタリング装置の導入に対し助成を行い、データ駆動型農業への転換を推進する。

第２　事業の内容

施設園芸において環境モニタリング装置を導入する事業とし、具体的な内容は別表のとおりとする。

第３　事業の実施手続き

１　事業実施計画の作成

事業実施主体は、施設園芸デジタル化推進事業を行おうとするときは、事業実施計画書(様式第１号)を作成し、知事に提出するものとする。

２　提出時期

１の事業実施計画については、別に定める日までに提出するものとする。

３　事業実施計画の成果目標

事業実施計画の成果目標については、別紙「施設園芸デジタル化推進事業実施計画採択基準について」（以下、「採択基準」という。）に掲げる成果目標項目を選択して取り組むこととし、目標年度は、事業実施年度の翌々年とする。
４　事業実施計画の承認等

知事は、１により提出された事業実施計画について、採択基準に基づき交付対象事業の選定を行い、事業実施主体に事業実施計画の承認を通知するものとする。

第４　事業の着工等
１　事業の実施は、静岡県補助金等交付規則の第４条の交付決定（以下「交付決定」という。）後に着手を行うものとする。
ただし、緊急かつやむを得ない事情がある場合には、補助金の交付が確実となったときに限り、事業実施主体は、交付決定前であっても着手することができるものとする。この場合においては、事業実施主体は、あらかじめ、知事の指導を受けた上で、その理由を明記した交付決定前着手届（様式第２号）を作成し、知事に提出するものとする。
２　１のただし書により交付決定前に事業の着手を行う場合にあっては、事業実施主体は、事業の内容が明確となってから、着手を行うものとし、交付決定を受けるまでの期間に生じたあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。
なお、事業実施主体は、交付決定前に事業の着手を行った場合には、施設園芸デジタル化推進事業費補助金交付要綱第４の規定による事業計画書（様式第２号）の備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書番号を記載するものとする。
第５　事業実施計画の変更
事業実施主体は、第３の４により承認を受けた事業実施計画について、次に掲げる変更を行う場合は、事業変更計画書（様式第３号）を知事に提出し、その承認を受けるものとする。なお、その手続きは、第３に準じて行うものとする。
　(1)　事業内容の変更

　(2)　成果目標の変更

(3)　全体事業費の30％を超える増又は減

(4)　補助額の30％を超える減
第６　事業実施状況の報告等

　事業実施主体は、事業実施状況を状況報告書（様式第４号）により、事業実施計画書の承認年度から目標年度において、毎年度、当該年度における事業実施状況を当該年度の翌年度の８月末日までに報告するものとする。

第７　事業の推進体制

１　事業実施主体の所在地を所管する農林事務所（以下、「所管農林事務所」という。）の長は、この事業の円滑かつ効果的な実施を図るため、事業実施主体と相互に連携して事業を推進するものとする。

２　所管農林事務所は、事業実施主体の統括的な指導・監督に当たるものとする。

３　この要領に基づき提出すべき書類は、所管農林事務所を経由して提出するものとする。
第８　助成措置

県は、予算の範囲内において、この事業の実施に要する経費について助成するものとする。

第９　事業実施期間
事業実施期間は、交付決定日の属する年度の２月末日までとする。

第10　その他

この要領に定めるもののほか、この事業に関し必要な事項は、知事が別に定めるものとする。

附　則

この要領は、令和６年度分の補助金に適用する。

別表

	事業内容
	事業実施主体及び対象地域
	採択要件
	補助対象経費
	補助率（額）

	施設園芸における環境モニタリング装置の導入
	１　事業実施主体

(1) 認定農業者

(2) 認定新規就農者

２　対象地域

　　事業実施の対象地域は、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８条第２項第１号に規定する農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法（昭和49年法律第68号）第３条第１項に規定する生産緑地地区のほか、長期にわたり安定して営農が継続されることが確実と見込まれ、特に必要と認める場合にあっては、上記の区域以外も受益地とすることができる。
	１　ハウス内の温度、日射量、CO2濃度等の環境データに基づく栽培管理を実践する者

２　対象品目は、いちごであること

３　環境モニタリング装置から収集される環境データに加え、葉長や開花日等の生育データを含めた栽培データの情報提供について同意すること

（別紙「情報提供同意書の提出」）
	１　環境モニタリング装置

温室内の温度、日射量、CO2濃度等を計測することができる内・外気象センサーを具備する、もしくはそれに接続することができる装置。計測したデータは記録・蓄積され、出力してインターネットを介して閲覧できること。
ただし、以下に掲げるものは補助の対象外とする。

(1) 環境モニタリング装置に接続される複合環境制御装置及びPC端末

(2)導入機器における通信料 

２　初回設定登録及び設置工事に係る経費

　　ただし、以下に掲げるものは補助の対象外とする。

(1) 対象機器を含めた付帯設備の作動に必要な電気工事
	補助対象に掲げる経費の２分の１以内。

ただし、補助額の上限は、整備する環境モニタリング装置１台当たり150千円とし、千円未満の端数がある場合は切捨てとする。
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